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1 序
周知のように，電力産業やガス産業では，財やサービスの供給はある特定地
域で独占的な地位を占めている私企業によって行なわれている。しかし，その
価格の決定には，政府の認可を必要とするので，公企業の行動は政府によって
規制された形になっている。小論の課題は，経済の一部門がこのような公企業
である場合に，公企業に対する介入が，その産業の資本・労働比率，産出量，
および所得分配や独占利潤などに与える効果を， 2部門モデルを用いて明らか
にすることである。
さて，我国の電力やガス業界では，原油その他の原材料費や賃金の上昇が，
株式配当その他に必要な最低報酬率 (minimumrate of return on capital)を圧
迫し，したがって企業経営が困難になってきたとして，料金値上げを申請して
きた。しかし他方で，これらの企業は，ある特定地域を独占的に支配できる地
位を社会的に与えられているので，政府の規制がない場合に得られるであろう
ような高い独占利潤 (monopolyProfit)を得ることもできない。 したがって，
資本に対する報酬 (therate of return on capital)は， このような最低報酬率
と，独占者としての利潤が最大になるときのそれとの間に決定されることにな
るであろう。これが公正な報酬率 (fairrate of return on capital)といわれる
ものである。そこで公企業はこのような制約の下で行動するのであるが，問題
は政府の介入が限界的に変化したときに，どのような効果が生ずるかというこ
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とである。
この点を解明することによって，例えば政治的な理由で電力料金が低く押え
られ fairrate of returnが minimumrate of returnの近くにすえおかれた
場合に，電力の供給量，電力会社の独占利潤その他にどのような影響が生ずる
かということを明らかにすることができるであろう。電力会社などがよくいう
ように，電力料金を押えると電力の生産（供給）が低下することになるであろ
うか。以下， 2部門モデルを用いてこの点を解明することにしたい。
2 仮定とモデル
われわれの考える経済は2つの産業部門から成り，第 1産業部門が問題の公
企業であり，第 2産業部門は競争的な私企業から成るものとする。第 1産業に
は1つの独占企業しかないが，しかしその rateof returnには政府の介入が
行なわれるものとする。他方第2部門の財市場は競争的であるものとする。両
財の生産関数は constantreturns to scaleと限界生産力逓減の法則に従うも
のとする。さらに 2つの生産要素の市場は，競争的であり，両要素は完全に雇
用されるものとする。
まず両財の生産関数は
ふ=Lふ (k1) (1) 
ふ =Ld2Ck2) (2) 
である。ただし， Xj(j=l,2)はj財の産出量である。また Kjを j財生産に
投入される資本量， Ljをその労働量とすると， kj=Kj/Ljである。
次に，第 2部門の利潤（冗2)は
11:2=X砂2-w山—r迅 (3) 
である。ただし， Pz,wが乃はそれぞれ第2財の価格，第2部門での賃金率
とレンタルである。勿論五=Oである。
(3)式が最大であるための一階の条件から
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紐=P説—w2=0
8石 aX2訳 =P2試―r2=0
となる。いま ax直 L2,ax遁ふをそれぞれ FL2,FK2とすれば
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?
．．．?
加 F口 =w2
加 FK2=r2
となる。
次に第 1産業部門については，その利潤は fairrate of returnの制約に従
} (4)' 
わなければならない。いま fairrate of returnを sとすれば，それは
[P1(ふ）X1-w1ら]/K1:C::s (5) 
となる。ただし妬は第 1部門での賃金率である。ところで第 1部門の独占利
潤 (1t1)は
1C1 =が（ふ）X1-w1L1-rぷ l
であるから， Aをラグランジ乗数とすればそのラグランジ関数は，
L=が（ふ）X1-w1L戸函—J.[P1Cふ）ふーW1L1 ーrふ］
となり，それが最大であるための 1階の条件は，
昆=p訥+X魯応—W1→[P紐+X魯警吋=O
したがって，
叫訊=w1
島噂+X魯説—r1 →［噂+X魯説—s]=o
したがって，
(1-叫 1―廿Fx1-r1=-..ts e1 
および
aL 
8入-=-P1(X1)ふ +w山 +sK1=0
(6) 
(7) 
(8) 
(9) 
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ただし， Fぃ=ax遁 L1,FK1=aふ/aK1であり，また e1=―埜i必-
8加. X1 
(oo>Je1J>l), r1は1部門でのレンタルである。 tょお r1はmznzmumrate 
-0/ returnでもある。
ところで仮定によって，生産要素市場は競争的であるから
W1=W2=W 
r1=r2=r 
であり，また完全雇用の仮定から
L1 +L2=L 
L1柘＋らk2=K
をうる。さらに需給均衡条件は
ふ=Ld1 = D1 CP1) 
である。なお簡単化のために
加=l
とする。
さて， (4)',(7)およびUO)から
P1(1―土）釦=FL2
UO) 
但）
???
閥
05) 
(16) 
をうる。また(8)から
r1=Cl-叫 1一fi)FK1+ls=(l-,l)が(1-fi)FK1+l(v+r1) (1り
をうる。ただし， s=v+r1, である。つまり， fairrate of return (s)は，
minimum rate of return (r1)より Vだけ大きいものとする (v>O)。したが
って， vの値が小さくなれば，それだけ政府の公企業に対する規制が強化され
ることになる0 (1りから
r1=叫1一t)応＋芦叫1一t)FKl+vfJ 
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入
をうる。ただし， P=一ーである。1-.l 
次に(9)から
(v+r1)Kけ W1L1-P1ふ=O
となり，これに(7)と(18)を代入すれば
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U9) 
［叫1一袖）恥+vP+v]ふ＋叫1一却）FぃL1-Pふ =0 (20) 
をうる。ところで， FK1K叶 FぃL1=ふとなるから,(20)から
釦X1v/3=―-v K1e1 
をうる。 ~1)をUS)に代入すれば
r1=P1(1一土）FK1+砕 -vK1e1 
となる。 (4l'Ullおよび~2)から
恥 P1(1-fi)FK1+年 -v
k立 1
をうる。ところで(1)(2)から
Fぃ=/1-k山＇
釦 =/2-k2/2'
FK1=f1' 
FK2=f2' 
となり，また(1一t)=a1 =constantとすれば， U6l(23lは
Uz-kz/2') =p辺1U1-ki/1') 
fz'=P辺1八'+
となり，これに
Li+ら=L
加/1
e1k1 
Li如十L2k2=K
-v 
(21) 
(2) 
(23) 
(25) 
(26) 
(12) 
(13) 
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ふ=Li/1 = D1 (P1) 閥
を加えたものが， モデルの基本式となる。 5つの式に対して， k1, k2, Pゎ
L1, L2, の5つの内生変数があり， K,L, および Vがパラメーターである。
この中 V の変化が公企業に対する政府の態度を示すので，われわれは vの変
化によって， k1,k2, 加したがってまた，ふや所得分配がいかに変わるか
を明らかにしたいと思う。なお(25)~6)で P辺1=が (1-t) は，第 1 産業部門に
おける限界収入を表わしているが，単純化のために初期にその値を 1に等しい
とおく。
まず(25)から
-k凶"空＝ーがa邸”誓+a心警
したがって
-k1/1壱 +k訳誓+a心警=O (27) 
をうる。
次に(26)から
炉警=P辺1/1"誓+a濯誓＋ヰ百柘(P1/1壱+/1誓）
-Pi/1 dk1 孟 ]-1
したがって，
[!1"ーが(~~ふ誓')]警—E含＋［九＋弘］詈=1 (28) 
また， U2lU3lから
L1(k1 -k2) =K-k2L 
したがって
ら＝
および
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L= K-L1(k1 -k2) k2 
をうる。いま⑫9)を(14)に代入すれば
f1(K-k2L) ふ=Lふ= =D1CP1) k1-k2 
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(30) 
したがって
f1(K-k2L) =D1(P1)(k1 -k2) 
をうる。 (31)から
(K-k2L)f1誓+!1(-L詈）=(k1 -k2)D1'詈叫魯—空） (32) 
(3り
をうる。 (30)を(32)に代入して整理すれば
L1[Fぃ+k叩誓Ld壱+(k1 -k2)Di'詈=0
となる。 (27)'(28)'(33)は
(3) 
-k1f1" 如/2" a1FL1 dk1 
dv 
/1 ”ー がFL1 -/2" e/1k1 1 +a1/1' dk2 e1k12 dv 
L1(Fぃ+kz/1')ら/1 (k1 -k2)D1'J l d加v 
??
(34) 
と書ける。
さて， (34)の左辺の係数行列式を IDIとすれば
ID I= (k1 -k2) D1'[!2"k虚 '-k占 '(/1"-~ 薗］
＋（ふ→')「L2f1k1八”＋ムCF.ぃ＋見')k凶"J
+a心[L山(/1"—和） +f叫 CF.ぃ+kd1')] (35) 
となる。 (35)の右辺の第 2'第3項はマイナスである。そこでいまその第 1項を
変形すれば，
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(k1 -k2)D1'[k1玉 (1-腐ぬ）l ti't: メ'
=Dふ'¼"[(k1 -k応 k2/::らぐふ(k1-k2)] (36) 
となる。したがって IDIがマイナスとなるための十分条件は'(36)から
1つは， k1:S:k1である。つまり公企業である第 1産業部門が第2産業部門
より資本集約的でないということである。
今1つは， /1 → oo, したがって第 1部門の要素代替の弾力性
f1'FL1 
<11 =一 ，、が0に等しいということである。恐らくこの十分条件は，現
ki/i/1 
実的に納得のいくところである。以下IDl<Oと想定する。
さて閲から
幽＝ユ［砧"D1'(k1-k2)-Ld1叫］dv IDI 罰
dk2 -1 孟＝向位"D1'(k1玉）＋砕L1CF.ぃ＋邸')] (38) 
警＝所［槌II砧＋砧"L1(F.ぃ＋邸')] (39) 
をうる。
3 政府介入の効果
(37)~(39)から，われわれは公企業への政府介入の諸効果を明らかにすることが
できる。
1) 公企業の産出量への効果
まず閥から
dX1 dD1 d. 加 dP1
dv d, 釦.dv =Di'一dv （船）
となる。 したがって， 2つの十分条件のいずれかがみたされる場合には IDli
<o, したがって(39)から，
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つまり規制の強化はその財（サービス）価格引下げることになり， したがっ
て(40)から
dX1 - <o (41l dv 
となる。つまり， fairrate of returnを引下げると，公企業の産出量は高ま
ることになる。したがって，このような十分条件がみたされる場合には，例え
ば電力料金やガス料金を低く押える方が，むしろ電力やガスの供給量（生産
量）が増加することになる。勿論このような結論は第 1産業部門が独占的であ
るということ， したがって D1'<oという仮定にも依存する。 しかし，かり
に現実がそうであるように， D1'がほぼゼロに等しければ，分｝もゼロにな
るであろう。なお，完全雇用が実現しているので
dX2 - >O (42} dv 
となる。
2) 公企業の資本量への効果
応 L1如，また，鬼＝に急＋ら麿）/Ck2-k1) 
から
警=L合＋碍位=L壱+k1[L魯+L含]/(k2-k1) 
＝沙[L1L匹1恥 +D1'(L1砂’＇＋磁ふ")] (43) 
となる。かりに IDJ<oであれば， (43)はマイナスになり， したがって，政府
の規制が強化されると，公企業の資本量が増加することになる。この結論は，
D1'がほぼゼロに等しいという現実的なケースについても成立する。また第
2部門の資本量は
dK2 dK1 ＝一dv dv >O 
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となり，公企業への規制強化によって，第2部門の資本量は減少することにな
る。
3) 所得分配への効果
(4)'および(24)から
w=FL2=f2-k2.f: ぷ
したがって，
dw= -k2/2" dk2 
をうる。同じく (4)'および(24)から
r=/2' 
したがって
dr=/2" dk2 
となる。したがって
dw dk2 ―= -k2 /2"― dv dv 
dr 
ー =fII dk2 
dv 2 dv 
?
???
をうる。ところで(38)から，かりに如と k2が等しければ， dk2/dvはプラスに
なり，
dw 
dv >O 
dr 
dv <o 
??
~.、
となる。したがってこの場合には，公企業に対する規制の強化は，資本の報酬
率を高め，労働のそれを低めることになる。
4) 独占利潤への効果
公企業の独占利潤は規制の強化によって低下することは明らかである。何故
なら公企業は sub-optimalな生産点に移るからである。そして第 2部門では独
占利潤はゼロだから，規制の強化は必ず総利潤を低下させることになる。
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4 結び
以上われわれは， staticな2部門モデルを用いて，公企業への規制の強化が
持つであろう効果を明らかにした。かりにIDl<Oとなるような十分条件が
みたされる場合には，公企業に対する規制の強化は一般的に
1) その産出量を高め
2) その資本量を高め
3) 資本の報酬率を高め
4) 独占利潤を低める
ことがわかった。勿論， その逆に規制の緩和は， これと逆の効果を持ってい
る。ただ，このような結論は IDl<oとなるような条件の下で導かれたもの
であり，したがって，公企業への規制の強化が，その産出量を高めるか否かを
決めるためには，両産業部門の要素集約性を，実証的に確かめなければならな
??
勿論，電気料金やガス料金をすえおくか，政府のこれらの公企業に対する規
制を強化すれば，独占利潤は低下する。したがってしばしば料金値上げの申請
が行なわれるのであるが，われわれのモデルからいえることは，規制の強化
は，資本の報酬を高め，またその供給量を増大させることになるので，料金値
上げの申請があれば，いつでもこれを受入れるということは正しい政策態度と
はいえないであろう。
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